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高速道路の老朽化により，舗装の耐荷力の低下が懸念されている．舗装の耐荷力は，Falling Weight Deflec-
tometerによるたわみ量調査（以下，FWD調査）などの非破壊試験を通じて間接的に評価することが可能であ
る．本研究では，FWD調査により得られた情報をもとにして，マルコフ劣化ハザードモデルを推定し，舗装の
耐荷力のパフォーマンスカーブを作成することを目的とする．通常，FWD調査を時系列的に同一測定点で複数
回実施することは稀であるために，調査時点間の損傷度推移情報が得られず，モデルを推定することが困難と

なる．本研究では，定期的に実施した FWD調査データを用いて舗装の耐荷力の劣化因子を特定するとともに，
劣化因子間の交互作用を考慮したような舗装耐荷力の劣化過程を統計的に推定する．
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1. はじめに

1963年に名神高速道路が開通してから 50年が経過

した．現在，国内に現存する高速道路の約 3割が開通

から 30年以上経過しており，老朽化による舗装の耐久

性の低下が懸念されている．高速道路舗装（表層，基

層，アスファルト安定処理路盤）の耐久性は，高速道

路を利用する高速車両の繰り返し荷重等により低下す

る．道路管理者は，道路利用者に対して良好な供用性，

快適性や安全性を確保するために，舗装の耐荷力が低

下した際には大規模な補修を実施する必要がある．舗

装の耐荷力は，Falling Weight Deflectometerによるた

わみ量調査（以下，FWD調査）などの非破壊試験を通

じて間接的に評価される．なお，本研究において，耐

荷力とは，アスファルト混合物層（表層，基層，アス

ファルト安定処理路盤）の損傷度を示すものとして定

義する．また，FWD調査については，NEXCO試験方

法に記載されている測定方法で実施している1)．

近年，統計的劣化予測モデルの発展により，蓄積さ

れた調査データをもとに，社会基盤施設の劣化過程を

環境条件・構造特性に応じて評価することが可能となっ

てきた．舗装に対する統計的劣化予測モデルの適用事

例には，路面性状調査により得られる路面の損傷状態

（ひび割れ，わだち掘れ，平たん性など）の情報を用い

て路面の劣化過程を評価した事例2),3)や，定期的な道路

巡回により得られるポットホールの発生状況の情報を

用いてポットホールの発生確率を評価した事例4),5)な

どがある．いずれも，舗装の路面に関する事例であり，

舗装の耐荷力の劣化過程を統計的に評価した事例は見

当たらない．本研究では，FWD調査データを用いて，

マルコフ劣化ハザードモデル6)を推定し，舗装の耐荷力

のパフォーマンスカーブを作成することを目的とする．

FWD調査データを用いて，マルコフ劣化ハザードモ

デルを推定するためには，調査時点間の損傷度の推移

情報（2回の調査による損傷度ペア）が必要となる．し

かし，通常，FWD調査が時系列的に同一測定点におい

て複数回実施されることは稀であり，調査時点間の損

傷度推移情報が得られない場合が少なくない．供用開

始時点や直近の補修時点における損傷度を仮想的に最

も健全な状態として設定することにより，マルコフ劣

化ハザードモデルを推定するためのデータベースを構

成することも可能ではある．しかし，このような限ら
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れた情報を用いた場合，推定結果が実際の劣化過程と

大きく異なる可能性がある．高速道路総合技術研究所

（以下，NEXCO総研）では，舗装耐荷力のパフォーマ

ンスカーブを推定するために，東日本高速道路，中日

本高速道路，西日本高速道路（以下，NEXCO）が管理

する全国の高速道路の道路区間を舗装構成を加味した

上で無作為に抽出し，2005年から定期的に FWD調査

を実施しており，舗装耐荷力のパフォーマンスカーブを

推定するためのデータベースを構築する努力を行って

きた．この背景には，高速道路の主要な路面となって

いるポーラスアスファルト舗装（高機能舗装 I型）にお

いては，ひび割れやわだち掘れが顕在化し難く，基層

以深からの損傷が多発しているため，FWD調査による

舗装耐荷力の評価の重要性が増してきたことがある．

本研究では，NEXCO総研が構築したデータベース

に基づいて，NEXCOが管理する高速道路の舗装耐荷

力のパフォーマンスカーブをマルコフ劣化ハザードモ

デルを用いて推定することにより，舗装の耐荷力の劣

化因子を統計的に特定することを目的とする．具体的

には，時系列的に同一測定点で複数回実施された FWD

調査の結果を用いて，損傷度推移確率を表現するマル

コフ劣化ハザードモデルを推定する．その際，舗装の劣

化因子の間には交互作用が存在するために，マルコフ

劣化ハザードモデルを推定するための説明変数間の交

互作用を考慮することが重要となる．さらに，供用開

始時点を仮想的に最も損傷度が低い状態と設定してサ

ンプル数を増加させた際の推定結果への影響や，マル

コフ劣化ハザードモデルの推定精度を一定水準確保す

るために必要となるサンプル数について考察する．以

下，2.で本研究の基本的な考え方を述べる．3.ではマ

ルコフ劣化ハザードモデルの概要を簡単に説明し，4.

では NEXCOが管理する全国の高速道路を対象とした

FWD調査データを用いた実証分析を試みる．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) FWD調査データ

FWD調査により，調査を実施した道路区間に関する

様々な情報がデータベースに記載される．主な情報とし

て，支社・事務所などの管理者情報，路線名・車線区分・

交通量などの路線情報，供用開始年月日・舗装補修年月

日・表層や路盤に用いている混合物の種類・表層，基層，

上層路盤を含むアスファルト混合物層（以下，As層）

の厚さなどの舗装に関する情報，そして FWD調査を

実施した日時・調査によって得られる舗装の耐荷力を示

すたわみ量などの FWD調査に関する情報がある．た

わみ量は，重錘の載荷点直下のたわみ量 D0(mm)，載

荷点から 20cm離れた地点のたわみ量 D20(mm)，· · ·，

載荷点から 200cm離れた地点のたわみ量D200(mm)の

合計 9地点において得られた値が記載される．データ

ベースに含まれるこれらの情報を用いて舗装の耐荷力

の劣化を評価し，管理限界に達していると判断した場

合に，舗装の大規模な補修が実施される．耐荷力の劣化

評価に対しては，統計的劣化予測モデル6)を用いること

で，FWD調査の調査間隔が異なるデータベースに対し

て，使用環境・構造特性を考慮した評価が可能となる．

マルコフ劣化ハザードモデルでは，2 つ以上の任意

の損傷度間における推移状態を表現するために，デー

タベースに含まれるたわみ量を用いて耐荷力の損傷度

ランクを定義し，さらに複数回の FWD調査によって

得られる損傷度の推移情報を獲得する必要がある．し

かし，2.(2)で詳述するように，FWD調査が実施され

る測定点は，定期的に路線全体で実施される路面性状

調査とは異なり，路面性状調査により得られる路面の

損傷状況を考慮した上で，管理者の経験に基づいて選

定される．したがって，FWD調査が時系列的に同一測

定点において複数回実施されることは稀であり，通常，

FWD調査による損傷度情報は 1時点のみしか得られな

い．補修によって舗装の耐荷力が回復するために，直近

の補修時点を最も健全な状態として，各時点間の損傷

度推移情報を作成し，推定に用いるデータベースを構

成することも可能ではある．しかし，例えば切削オー

バーレイなどの表層・基層部のみに対して行われる補

修などでは，舗装が最も健全な状態に回復するわけで

はない．一方で，供用開始時点を最も健全な状態とす

ることも可能ではあるが，高速道路の供用開始時点は，

古い道路で 1963年であり，1）FWD調査が実施される

前に舗装が補修されている場合や，2）舗装の補修の記

録が抜け落ちている場合があり，供用開始時点と FWD

調査実施時点の間の損傷度推移情報が正確でない場合

も少なくない．そのため，通常の FWD調査データを

用いて劣化予測モデルを推定した場合，供用開始時点

や補修時点の損傷度情報を利用する必要があるために，

推定精度が低下する可能性がある．

上記の現状を踏まえ，2006年から，NEXCO総研は，

NEXCOが管理する全国の高速道路の道路区間を舗装

構成を加味した上で無作為に抽出し，同一測定点にお

いて，定期的に FWD調査を実施してきている．本研

究では，蓄積された定期的な FWD調査データを用い

ることで，供用開始時点や補修時点の仮想的な損傷度

情報を除いた，調査時点間のみの実測された損傷度推

移情報を利用し，高速道路舗装の劣化過程を統計的劣

化予測モデルを用いて推定する．統計的劣化予測モデ

ルを用いることで，高速道路舗装の劣化因子を特定し，

舗装の耐荷力の劣化過程を予測することが可能となる．

また，同時に，供用開始時点の損傷度情報の利用の有無
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により，推定結果がどのように変化するかを検証する．

(2) FWD調査箇所の選定

道路管理者が舗装マネジメントを実施する上で，舗

装の現状把握や劣化予測は極めて重要な課題である．よ

り精緻な現状把握や劣化過程の予測を実施するために

は，質・量ともに十分な情報を獲得する必要がある．し

かし，情報獲得のために調査回数を増加させると，必

然的に調査費用の増加を招く．そのため，道路管理者

は，予算制約のもとで，状況に応じて自らの経験をもと

にした判断を下すことが少なくない．舗装耐荷力に関

する情報を獲得するための FWD調査においては，調

査対象とする道路区間の交通規制を実施することが不

可欠であり，渋滞や遅延などの社会的費用を大幅に増

加させてしまう．そのため，通常，FWD調査箇所の選

定は，道路管理者の経験的な判断に基づいて行われる．

例えば，路面性状調査による路面の損傷状況を利用し

て FWD調査箇所を選定する方法がある．複数回の路

面性状調査により，調査時点間において路面の損傷度

が急激に上昇していることが判明した場合，舗装の耐

荷力が低下している可能性が高い．一方で，調査時点間

において路面の損傷度が上昇していないことが判明し

た場合には，舗装全体が良好である可能性が高い．し

たがって，複数回の路面性状調査の結果に基づいて路

面の損傷状況や損傷速度を評価することにより，舗装

の耐荷力が低下し，FWD調査を必要とする地点をある

程度推測することができる．しかし，上述した選定方

法により FWD調査箇所を選定し，調査を実施した場

合，獲得することのできる情報は，必然的に耐荷力が

低下しているという情報である可能性が高く，健全な

舗装に関する情報が乏しいという選択バイアスが生じ

る．そのために，このような選択バイアスを含む調査

データを用いて舗装の耐荷力の劣化過程を推定したと

しても，舗装の劣化過程を適切に評価することができ

ない可能性が高い．以上より，舗装耐荷力の劣化過程

を推定するためには，無作為に選定された FWD調査

箇所において獲得された FWD調査データが必要とな

る．本研究においては，NEXCOが管理する全国の高

速道路から舗装構成を加味した上で，無作為に抽出し

た道路区間に対し，定期的に実施した FWD調査によ

るデータを利用し，舗装耐荷力の劣化過程を推定する．

今後も継続して舗装の耐荷力の劣化過程を推定し，改

善していくためには，無作為に選定された FWD調査

箇所において，定期的な FWD調査を実施する必要が

ある．しかし，調査の実施には様々な実務的制約がか

かるために，同一箇所における継続的な調査の実施は

現実的ではない．したがって，本研究で推定した劣化

過程を参考にするとともに，先に述べた選択バイアス

を考慮したモデルを開発する必要がある．また，実証

分析においては，サンプルの獲得に伴う推定値間の同

一性の検定を実施し，定期的な FWD調査によってど

の程度のサンプル数が蓄積されれば，推定結果が安定

してくるのかについて考察することが重要である．

(3) 交互作用について

舗装管理の実務において，路面の損傷が著しい区間

や劣化速度が速い箇所の補修を実施する場合，当該箇

所の損傷や劣化をもたらしている劣化因子を総合的に

考慮した上で，維持補修方針に関する判断を下す事例

が少なくない．マルコフ劣化ハザードモデルにおいて

は，劣化の速度を定義するハザード率に，環境条件や

構造特性の相違を説明変数として内包することが可能

である．ここで，複数の説明変数を同時に考慮する場

合，交互作用（または，相互作用）に留意する必要が

ある．交互作用は，2つ以上のファクターが互いに影響

を及ぼし合うことと定義されている．すなわち単独の

説明変数として有意であると判断された説明変数同士

を同時に考慮する際に，その影響が強まり合う，ある

いは弱まり合うために，劣化予測モデルの定量的な把

握が困難となる．しかしながら，筆者等の知る限り，マ

ルコフ劣化ハザードモデルに関する既往研究において，

説明変数間の交互作用を考慮したような事例は存在し

ない．その理由としては，社会基盤施設の設計や運用

状況に関するデータはいくつか蓄積されているものの，

それらのデータは維持補修戦略を検討することを目的

として収集されたものではない．その結果，劣化に影響

を及ぼす劣化因子間の交互作用を表現するようなデー

タを利用してマルコフ劣化ハザードモデルを推定する

ことが困難であったことがあげられる．これに対して，

本研究でとりあげる実証分析においては，すべての舗

装種別ではないものの，特定の舗装タイプ（高機能舗

装 I型）に関しては，舗装耐荷力の劣化因子として考慮

すべき定性的な説明変数のそれぞれに対して一定程度

のサンプル数を確保しており，モデル推定にあたり実

務的な観点から意味のある劣化因子の組み合わせ（交

互作用）を説明変数として取り上げることが可能となっ

た．さらに，実証分析の結果，説明変数の交互作用を

明示的に考慮してマルコフ劣化ハザードモデルを推定

することにより，モデルの推定精度を効果的に改善す

ることが可能であると判明したことを付記しておく．

3. マルコフ劣化ハザードモデル

(1) マルコフ推移確率モデル

高速道路舗装の劣化過程をマルコフ推移確率モデル

を用いて表現する．いま，2つの時刻間における損傷度
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の推移状態をマルコフ推移確率で表現する．時刻 τAの

損傷度を状態変数 h(τA)を用いて表す．時刻 τAにおけ

る損傷度が i (i = 1, · · · , I)であれば h(τA) = iと表せ

る．マルコフ推移確率は，時刻 τAで観測された損傷度

h(τA) = iを与件とし，将来時点（例えば τB）におい

て損傷度 h(τB) = j が生起する条件付推移確率として

定義される．すなわち，

Prob[h(τB) = j|h(τA) = i] = πij (1)

と表せる．このような推移確率を損傷度ペア (i, j)に対

して求めれば，マルコフ推移確率行列

Π =


π11 · · · π1I

...
. . .

...

0 · · · πII

 (2)

を定義できる．マルコフ推移確率 (1)は所与の 2時点

τA，τB の間において生じる損傷度の推移確率を示した

ものである．当然のことながら，対象とする調査間隔

が異なれば推移確率の値は異なる．補修がない限り常

に劣化が進行するので，πij = 0 (i > j)が成立する．ま

た，推移確率の定義より
∑I

j=i πij = 1が成立する．す

なわち，マルコフ推移確率に関して

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)
πij = 0 (i > j の時)∑I

j=i πij = 1

 (3)

が成立しなければならない．状態 I は，補修のない限

りマルコフ連鎖における吸収状態であり，πII = 1が成

立する．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴と

は独立して定義される．マルコフ劣化ハザードモデル

では，損傷度が i− 1から iに推移した時刻に関わらず，

調査時刻 τAから調査時刻 τB の間に推移する確率は時

刻 τAにおける損傷度のみに依存するという性質（マル

コフ性）を満足する．

(2) マルコフ劣化ハザードモデル

マルコフ推移確率は，マルコフ劣化ハザードモデル

を用いて推定できる．本研究では，津田等6)が開発し

たマルコフ劣化ハザードモデルを用いるが，読者の便

宜を図るためモデルの概要を説明する．いま，損傷度

i (i = 1, · · · , I−1)の寿命を確率変数 ζiで表す．損傷度

iの寿命が，確率密度関数 fi(ζi)，分布関数 Fi(ζi)に従

うと仮定する．ここで，損傷度が変化した時刻 τi (i =

0, · · · , I − 2)を起点とする時間軸（以下，サンプル時

間軸と呼ぶ）を考える．損傷度 iのサンプル時間軸上

で，カレンダー時刻 τi−1からの経過時間を yiと表記す

る．定義より，時刻 τi−1 では yi = 0となる．ここで，

時刻 τi−1に損傷度が iとなり，そこから時間 yiが経過

した時刻において損傷度が i+1に変化する確率密度を

ハザード関数 λi(yi)を用いて表現する
7),8)．ハザード

関数は，損傷度が iとなった時刻から，時間 yi が過ぎ

る間，損傷度が iのまま継続する生存確率 F̃i(yi)を用

いて，

λi(yi)∆yi =
fi(yi)∆yi

F̃i(yi)
(4)

と表せる．すなわち，ハザード関数 λi(yi)は，初期時刻

τi−1 (yi = 0)から時間 yi が経過するまで損傷度 iの状

態が継続したという条件の下で，期間 [yi, yi +∆yi)中

に損傷度 i+1に進展する条件付確率である．ハザード

関数が経過時間 yiに依存せず，常に一定値 λi > 0(i =

1, · · · , I − 1)をとる場合，指数ハザード関数

λi(yi) = λi (5)

が成立する．指数ハザード関数を用いることにより，劣

化過程が過去の履歴に依存しないというマルコフ性を

表現できる．さらに，指数ハザード関数を用いれば，損

傷度 iの寿命が yi 以上となる確率 F̃i(yi)は，

F̃i(yi) = exp(−λiyi) (6)

と表現できる．

さらに，カレンダー時刻 τAの FWD調査の結果，損

傷度が iと判断されたとしよう．そののち，時刻 τAか

ら追加的に期間 z(≥ 0)以上にわたって損傷度 iが継続

する確率 F̃i(τA + z|ζi ≥ τA)は，

F̃i(τA + z|ζi ≥ τA) = Prob{ζi ≥ τA + z|ζi ≥ τA}

=
exp{−λi(τA + z)}

exp(−λiτA)
= exp(−λiz) (7)

と表される．すなわち，調査時刻 τAにおいて損傷度が

iと判定され，次の調査時刻 τB = τA + zにおいても損

傷度が iと判定される確率は，

Prob[h(τB) = i|h(τA) = i] = exp(−λiz) (8)

となる．ただし，zは 2つの調査時刻の間隔を表す．確率

Prob[h(τB) = i|h(τA) = i]はマルコフ推移確率 πii(z)

にほかならない．指数ハザードを用いた場合，推移確

率 πii(z)はハザード関数 λiと調査間隔 zのみに依存し，

時刻 τA，τBに関する情報を用いなくとも推移確率を推

定することが可能となる．以上の議論を拡張し，指数

ハザード関数を用いて，調査時刻 τAと τB = τA + zの

間で損傷度が iから j (> i)に推移するマルコフ推移確

率 πij(z) (i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I)は，

πij(z) = Prob[h(τB) = j|h(τA) = i]

=

j∑
m=i

m−1∏
s=i

λs

λs − λm

j−1∏
s=m

λs

λs+1 − λm
exp(−λmz)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I) (9)

と表すことができる6)．ただし，表記上の規則として，{ ∏m−1
s=i

λs

λs−λm
= 1 (m = iの時）∏j−1

s=m
λs

λs+1−λm
= 1 (m = j の時）
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が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，

j−1∏
s=i, ̸=m

λs

λs − λm
exp(−λmz)

=

m−1∏
s=i

λs

λs − λm

j−1∏
s=m

λs

λs+1 − λm
exp(−λmz)

と簡略化する．また，πiI に関しては，マルコフ推移確

率の条件より次式で表せる．

πiI(z) = 1−
I−1∑
j=i

πij(z) (i = 1, · · · , I − 1) (10)

なお，マルコフ劣化ハザードモデルを用いれば，ア

セットマネジメントのためのリスク管理指標を導出で

きる．すなわち，当該損傷度にはじめて到達した時点

から，劣化が進展して次の損傷度に進むまでの期待期

間長（以下，期待寿命と呼ぶ）は，生存関数 F̃i(yi)を

用いて

RMDi =

∫ ∞

0

F̃i(yi)dyi (11)

と表される7)．ここで，指数ハザード関数を用いた生存

関数 F̃i(yi)が式 (6)で表されることに留意すれば，期

待寿命は次式で表される．

RMDi =

∫ ∞

0

exp(−λiyi)dyi =
1

λi
(12)

式 (12)を用いることにより，初期時点からの経過年数

と舗装構造の平均的な損傷度との対応関係を求めるこ

とができる．このような対応関係を「パフォーマンス

カーブ」と呼ぶこととする．

4. FWD調査データの実証分析

(1) データベースの概要

定期的な FWD調査により獲得されたデータを用い

て実証分析を行う．本研究で用いるデータは，NEXCO

が管理する全国の高速道路の道路区間を舗装構成を加

味した上で無作為に抽出し，FWD 調査を実施して蓄

積されたものである．対象となった路線は全 48路線で

あった．FWD調査は最も古い道路区間で 2006年 4月，

最も新しい道路区間では 2013年 12月と，約 7年半に

わたって実施されている．また，最も古い路線は，供

用開始から 50年近くが経過している．獲得されたデー

タベースには，支社・事務所などの管理者情報，路線

名・車線区分・キロポストなどの位置情報，また表層や

路盤に用いた混合物の種類やAs層厚などの舗装に関す

る情報などが記載されている．これらのデータベース

をさらに，車線区分が走行車線（走行車線，第一走行

車線，第二走行車線）であり，かつ，測定位置がOWP

（外側車輪位置）・IWP（内側車輪位置）であるものに

限定してデータを選別した．

マルコフ劣化ハザードモデルで使用する情報サンプル

には，同一道路区間に対する時期の異なる 2回の FWD

調査データの損傷度の推移情報が必要となる．そのた

め，データベースに含まれるたわみ量を用いて舗装耐

荷力の損傷度を定義する．ただし，この場合には，例

えばAs層の損傷評価を行う方法がある．NEXCO総研

では，これまでに蓄積した膨大な FWD測定結果と採

取コアの強度試験結果から，損傷指標Da（通常Diを

用いて表されるが，損傷度 iとの混同を避けるため本

研究においてはDa を用いる）を

Da =
D0 −D90

ℓ
(13)

と設定することで，As層の損傷を評価できる可能性が

あるとしている9),10)．式中のD0，D90はそれぞれ，重

錘の載荷点直下，および載荷点から 90cm離れた地点の

たわみ量（mm）を，ℓ（mm）はAs層の設計厚を表す．

As層の損傷区分は，表層種別（高機能舗装 I型（以下，

高機能 I型）・高機能舗装 II型（以下，高機能 II型）・密

粒度アスファルト舗装（以下，密粒度）），路盤種別（粒

状路盤（以下，粒状）・セメント安定処理路盤（以下，セ

メ安）），As層の設計厚別（220mm未満・220-260mm・

260mm以上）の組み合わせに応じた損傷指標により区

分する．ここで，高機能 I型とはポーラスアスファルト

舗装を，高機能 II型は高機能 I型と同等な表面テクス

チャを有する砕石マスチックアスファルト舗装をいう．

本研究では，舗装の耐荷力の損傷度をDa値を用いて

定義することとした．Da値に対する損傷度ランクの定

義を表–1に示す．同表に示す通り，Da 値に対する損

傷度ランクも表層種別と路盤種別，As層の設計厚別に

定義している．いずれのカテゴリーにおいても，損傷

度を 5段階で評価しており，損傷度 5への到達は，As

層の全層（表層・基層・上層路盤）破壊を意味している．

各損傷度に対応する閾値の設定に際しては，全層破壊

に着目し，全層破壊の閾値11)を 2倍にした値までを損

傷度 5，全層破壊の閾値を 4等分した値を 1から 4の

それぞれの損傷度に対応させた．獲得されたデータに

おいては，全層破壊の閾値の 2倍を大幅に上回る道路

区間も少なからず存在していたが，このような区間は

As層だけでなく，すでに下層路盤や路床，あるいは地

盤全体の耐荷力の低下が考えられたため，舗装耐荷力

の劣化過程を把握する上で，サンプルに含めるのは望

ましくないと判断して除外した．表–1に示す損傷度を

用いて，推定に用いるデータベースを作成する．同一

道路区間に対して，2回の FWD調査データが実施され

ていない（あるいはデータが電子化されていない）場

合には，供用開始時点を仮想的に最も健全な状態と設

定して，各時点間の損傷度推移情報を作成した．また，

補修の記録がないにも関わらず損傷指標が回復してい
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表–1 耐荷力による損傷度ランク

損傷度
表層種別 高機能舗装 I 型
路盤種別 粒状路盤 セメント安定処理路盤
As 層厚 220mm 未満 220-260mm 260mm 以上 220mm 未満 220-260mm 260mm 以上

1 0≤ Da ≤375 0≤ Da ≤200 0≤ Da ≤125 0≤ Da ≤300 0≤ Da ≤200 0≤ Da ≤100
2 375< Da ≤750 200< Da ≤400 125< Da ≤250 300< Da ≤600 200< Da ≤400 100< Da ≤200
3 750< Da ≤1125 400< Da ≤600 250< Da ≤375 600< Da ≤900 400< Da ≤600 200< Da ≤300
4 1125< Da ≤1500 600< Da ≤800 375< Da ≤500 900< Da ≤1200 600< Da ≤800 300< Da ≤400
5 1500< Da ≤3000 800< Da ≤1600 500< Da ≤1000 1200< Da ≤2400 800< Da ≤1600 400< Da ≤800

損傷度
表層種別 高機能舗装 II 型・密粒度アスファルト舗装
路盤種別 粒状路盤 セメント安定処理路盤
As 層厚 220mm 未満 220-260mm 260mm 以上 220mm 未満 220-260mm 260mm 以上

1 0≤ Da ≤250 0≤ Da ≤125 0≤ Da ≤75 0≤ Da ≤250 0≤ Da ≤125 0≤ Da ≤50
2 250< Da ≤500 125< Da ≤250 75< Da ≤150 250< Da ≤500 125< Da ≤250 50< Da ≤100
3 500< Da ≤750 250< Da ≤375 150< Da ≤225 500< Da ≤750 250< Da ≤375 100< Da ≤150
4 750< Da ≤1000 375< Da ≤500 225< Da ≤300 750< Da ≤1000 375< Da ≤500 150< Da ≤200
5 1000< Da ≤2000 500< Da ≤1000 300< Da ≤600 1000< Da ≤2000 500< Da ≤1000 200< Da ≤400

図–1 調査間隔と事後 Da 値

るものや，2回の FWD調査の間で表層あるいは下層路

盤までを対象とした補修がなされているもの，補修履

歴が不明な区間に関しては，推定精度の観点から除外

した．その結果，10,235サンプルを獲得した．

(2) データベースの 1次分析

供用開始時点の損傷度情報の利用の有無が劣化過程

の推定精度に与える影響を検討する．図–1は，獲得さ

れたサンプルの調査間隔と，損傷度ランク推移後のDa

値（以下，事後 Da 値．また，損傷度ランク推移前を

事前，損傷度ランク推移後を事後と定義する．）の関係

を表す散布図である．獲得されたサンプルは，1 回目

の調査と 2回目の調査を利用したサンプル，2回目の

調査と 3回目の調査を利用したサンプルなど，事前Da

値，事後Da値ともに調査時点において実測された情報

を用いたサンプル（以下，調査時点間のみのサンプル）

と，事前Da値として供用開始時点における仮想的な値

を，事後Da値として 1回目の調査時点において実測さ

れた情報を用いたサンプル (以下，供用開始時点を含ん

だサンプル)に大別される．そこで，図–1左では，全

10,235サンプルに対して，供用開始時点を含んだサン

プル（2,573サンプル）を青で，調査時点間のみのサン

プル（7,622サンプル）を赤で示している．図より，青

で示す供用開始時点を含んだサンプルは調査間隔が 30

～50年と長い場合においても，事後 Da 値が低い値を

とるものが数多く存在していることがわかる．これは，

実際には供用開始から 1回目の調査までの間に補修が

なされていたにもかかわらず，補修履歴が抜け落ちて

いたことが原因であると考えられる．このようなサン

プルを推定に利用した場合，推定精度の低下が予想さ

れる．従来であれば，推定に十分なサンプルを蓄積で

きない場合が多く，供用開始時点を含んだサンプルを

利用せざるをえなかったが，本研究においては，調査

時点間のみのサンプルだけでも 7,622サンプルと，推

定に十分な量を獲得することができた．そこで，4.(2)

において，供用開始時点を含んだサンプルが推定結果

に与える影響を分析する．さらに，調査時点間のみの

7,622サンプルに関して，表層種別で詳細に示したもの

が右図である．同図のサンプル数に着目した場合，高

機能 I型に関しては 6,630サンプルと豊富である一方

で，高機能 II型，および密粒度に関しては，サンプル

数が 1,000を下回っている．とりわけ，高機能 II型に
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表–2 調査データ概要

地域 路盤
As 層厚 サンプル数

平均 平均 平均
特性 種別 調査間隔（日） 事前損傷度 事後損傷度

一般地域

粒状
220mm 未満 1,153 334.07 2.73 3.03
220–260mm 1,068 367.12 2.91 3.27
260mm 以上 495 374.39 2.08 2.27

セメ安
220mm 未満 365 386.72 2.11 2.31
220–260mm 700 350.61 2.26 2.52
260mm 以上 134 431.16 1.78 2.11

小計 3,915 359.37 2.52 2.80

積雪寒冷地域

粒状
220mm 未満 642 501.25 2.60 3.07
220–260mm 300 428.95 2.82 3.28
260mm 以上 232 540.59 2.62 2.96

セメ安
220mm 未満 475 481.44 3.03 3.63
220–260mm 313 410.72 2.62 2.96
260mm 以上 753 565.21 2.64 3.20

小計 2,715 500.46 2.71 3.21

合計 6,630 417.15 2.60 2.97

関しては，調査間隔が極めて短いものしか獲得されて

いない．このようなサンプルを含めて推定を実施した

場合にも，推定精度の低下を招く恐れがある．そこで，

本研究においては高機能 I型に限定して推定すること

とし，最終的には供用開始時点を含んだ 2,120サンプ

ルと，調査時点間のみの 6,630サンプルの合計 8,750サ

ンプルを分析に用いた．舗装耐荷力の劣化過程の網羅

的な把握のためには，高機能 II型・密粒度に関しても

サンプルを蓄積していくことが望ましいが，表層種別

が密粒度から高機能へ切り替わっている現状を考えた

場合，密粒度に関しては大幅なサンプルの増加は見込

めない．一方で，高機能 II型に関しては，NEXCOが

導入を検討している新しいタイプの表層用混合物であ

る．特徴として，高機能 I型と比較して，骨材飛散抵抗

性（チェーンによる摩耗抵抗性）に優れることから積

雪寒冷地域（以下，積寒地域）において適用が開始さ

れている．しかし，採用実績期間が短いため，今後継

続的にデータを獲得していく努力が必要である．

本研究においては，モデルを説明する説明変数の候

補として，道路管理者の視点から，大型車交通量（2011

年時点，台/日），地域特性（一般地域・積寒地域），路

盤種別，As層厚，舗装厚，供用年月日を選出している．

対象道路における 2011年時点での大型車交通量は，全

区間の平均で 3,368（台/日），最大で 14,121（台/日），

最小で 279（台/日）であった．さらに，調査時点間の

みの高機能 I型に関する 6,630サンプルに対して，地域

特性，路盤種別，As層厚別で集計したものを表–2に

示す．表–2には，カテゴリーごとのサンプル数とあわ

せて，各サンプルを構成する事前・事後損傷度，およ

び調査間隔の平均値を示している．同表から一般地域

×セメ安 ×260mm以上（以下，組み合わせを ×で表
す）のサンプル数が 134と相対的に少ないことがわか

表–3 推定結果

データベース 1 データベース 2
8,750 サンプル 6,630 サンプル

損傷度
定数項 As 層厚 定数項 As 層厚
βi,1 βi,2 βi,1 βi,2

1
0.23 –3.82 –1.12 0
(1.74) (–19.52) (–18.81) (–)

2
–0.37 –2.67 0.27 –1.95
(–2.42) (–11.22) (1.52) (–7.37)

3
–1.84 0 –1.09 –

(–46.59) (–) (–29.10) (–)

4
–1.18 0 –0.75 0

(–23.15) (–) (–15.61) (–)
対数尤度 –9,385.1 –4,899.8
AIC 18,782 9,810.0

注)括弧内は t値を示している．

る．134 サンプルに関して，事前・事後損傷度の数え

上げ行列を作成した場合，損傷度 4以上のものが獲得

されていなかった．マルコフ劣化ハザードモデルにお

いては，説明変数を用いることで，一般地域 ×セメ安
×260mm以上に関して損傷度 5に到達するまでの期待

寿命を算出することは可能ではあるが，推定精度が低

下する恐れがあることを断っておく．また，いずれの

カテゴリーにおいても平均調査間隔が 1年から 1年半

である．さらに，一般地域と積寒地域の平均事前・事

後損傷度を単純に比較した場合，いずれの値も積寒地

域において高くなっていることが確認できる．これは，

過去の事例12)からも積寒地域では，凍上による損傷や

降雪などの影響により耐荷力が低下しやすくなってい

るものと想定される．

(3) 劣化予測モデルの推定

マルコフ劣化ハザードモデルの推定に際し，損傷度

i (i = 1, · · · , 5)のハザード率を

λi = exp(xβ′
i) (14)
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図–2 パフォーマンスカーブ（説明変数：As層厚）

と表す．ただし，x = (x1, · · · , xM )は説明変数ベクト

ルであり，βi = (βi,1, · · · , βi,M )は未知パラメータベク

トルである．ここで，記号 ′は転置を，M − 1は説明

変数の数を表す．説明変数の選定にあたっては，t検定

を実施し，t値が 1.96を上回っていれば説明変数が舗

装の耐荷力の劣化過程に対して有意な影響力を持って

いると判断し，採用することとした．その結果，4.(2)

で述べた候補のすべてが有意な説明変数として採用さ

れた．

まず，最初に供用開始時点の情報を利用した際の推

定結果への影響を分析する．表–3には，高機能 I型の

データに関して，供用開始時点を含んだサンプルと調

査時点間のみのサンプルで構成されるデータベース 1

（2,120+6,630=8,750サンプル）と，調査時点間のみの

サンプルで構成されるデータベース 2（6,630サンプル）

に対して，As層厚を説明変数とした際の推定結果を示

す．表中の 1段目は推定値，2段目の括弧内には t値を

示す．2つの推定結果を比較すると，当然のことながら

推定値は大きく異なっている．とりわけ，As層厚のパ

ラメータ βi,2 = 0，すなわち有意な影響をもっていない

と判断された損傷度が一致していない．これは，供用

開始時点を含んだ 2,120サンプルの増加によって推定

結果に大きなバイアスが生じた可能性を示唆している．

図–2には，As層厚の厚薄による耐荷力のパフォーマ

ンスカーブを示す． 青線がデータベース 1に関するパ

フォーマンスカーブ，赤線がデータベース 2に関する

パフォーマンスカーブである．またここで考慮してい

る As層厚は定量的変数であるために，データベース 1

中のAs層厚の平均値（23cm），最大値（36cm），最小

値（18cm）の 3通りの結果を例示した．さらに，凡例

中に示す年数は，健全な状態から管理限界である損傷

度 5に達するまでの期待寿命を表す．データベース 1，

データベース 2のいずれにおいてもAs層厚が厚くなれ

ば厚くなるほど，期待寿命が長くなるという傾向は変

わらない．しかし，凡例中に示す期待寿命は，データ

図–3 交互作用の概念図

ベース 1においてAs層厚が平均で比較した場合には約

16年，最大で比較した場合には約 53年増加している．

これは，舗装の耐荷力を過大評価していることに他な

らない．このように，データの信頼性が低いサンプル

（2,120サンプル）を用いた場合，推定結果は大きく変

動することになる．舗装の劣化過程をより正確に予測

するためには，使用するサンプルを精査する必要があ

る．以上より，推定精度を保つために供用開始時点を

含んだ 2,120サンプルを除外し，これ以降，算出するす

べての結果は，データベース 2に基づいていることに

留意されたい．

次に，交互作用を考慮した際の推定結果について検

討する．2.(3)で述べた通り，維持管理に関する意思決

定を行う上では，複数の劣化因子を考慮した総合的な

パフォーマンスカーブが必要となる．ここでは，一例

として地域特性 ×路盤種別という，2つの定性的変数

の組み合わせをとりあげる．交互作用の概念図を図–3

に示す．従来の方法，すなわち交互作用を考慮しない

場合においては，地域特性，路盤種別それぞれに対し

て，1または 0の値をとるダミー変数を設定し，一般地

域×粒状，一般地域×セメ安，積寒地域×粒状，積寒
地域 ×セメ安の 4通りを，それぞれダミー変数の組み

合わせ，（1,1），（1,0），（0,1），（0,0）として区分してい

た．実際の推定結果を表–4に，パフォーマンスカーブ

を図–4に示す．ここで便宜的に，交互作用を考慮しな

かった場合をケース 1，交互作用を考慮した場合をケー

ス 2とする．同図から，一般地域と積寒地域では，積

寒地域の方が期待寿命が短いことがわかる．また，粒

状とセメ安で比較した場合，セメ安の方が期待寿命が

短いことが理解できる．しかしながら，一般的にセメ

安は，粒状に比べて交通荷重によるひずみが小さく，雨
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表–4 推定結果 ケース 1（交互作用考慮なし）
（説明変数：地域特性 ×路盤種別）

地域特性 路盤種別
定数項 一般=1 粒状=1

積寒=0 セメ安=0
βi,1 βi,2 βi,3

1
–0.42 –0.94 0
(–3.86) (–7.11) (–)

2
–0.83 –0.46 0

(–19.43) (–6.68) (–)

3
–0.96 0 –0.22

(–16.93) (–) (–2.91)

4
–0.74 0 0

(–15.63) (–) (–)
対数尤度 –4,877.7
AIC 9,769.0

図–4 パフォーマンスカーブ ケース 1（交互作用考慮なし）
（説明変数：地域特性 ×路盤種別）

水等の介在を考慮しなければ，粒状に比べて期待寿命

が長いと考えられている．2つの劣化因子が影響を及ぼ

しあうような事例に関しては，交互作用を考慮しなけ

ればならない．具体的に，地域特性 ×路盤種別の 4通

りの組合せを，パラメータの識別可能条件より，3つの

ダミー変数，

x2 =

{
1 一般地域×粒状のとき
0 それ以外のとき

(15)

x3 =

{
1 一般地域×セメ安のとき
0 それ以外のとき

(16)

x4 =

{
1 寒冷地域×粒状のとき
0 それ以外のとき

(17)

を用いて設定する．すなわち，図–3に示したように，地

域特性 ×路盤種別の 4通りの組合せを，(x2, x3, x4) =

(1, 0, 0)，(0, 1, 0)，(0, 0, 1)，(0, 0, 0)として区分する．交

互作用を考慮した場合の推定結果を表–5に，パフォー

マンスカーブを図–5に示す．同図から，一般地域にお

いては粒状に比べてセメ安の期待寿命が長いのに対し，

積寒地域においては粒状に比べてセメ安の期待寿命が

短いことがわかる．図–4との比較を行った場合，一般

地域 ×セメ安の期待寿命が約 2.5年延びており，交互

表–5 推定結果 ケース 2（交互作用考慮あり）
（説明変数：地域特性 ×路盤種別）

定数項
一般 × 粒状=1 一般 × セメ安=1 積寒 × 粒状=1
それ以外=0 それ以外=0 それ以外=0

βi,1 βi,2 βi,3 βi,4

1
–0.42 –0.85 –1.01 0
(–3.86) (–5.65) (–6.69) (–)

2
–0.83 –0.26 –1.03 0

(–19.37) (–3.54) (–8.02) (–)

3
–1.02 0 0 –0.29

(–23.98) (–) (–) (–3.25)

4
–0.70 0 0 –0.25

(–13.17) (–) (–) (–2.06)
対数尤度 –4,854.4
AIC 9,728.9

図–5 パフォーマンスカーブ ケース 2（交互作用考慮あり）
（説明変数：地域特性 ×路盤種別）

作用の影響を劣化速度という視点から考えれば，一般

地域 ×セメ安という組み合わせによって劣化速度は遅
くなったといえる．これらの結果は，積寒地域では凍

上による損傷等により耐荷力が低下しやすく，また，セ

メ安もその影響を受けることから，実務的な感覚との

整合性が高い．ただし，このように統計的観点から獲

得された知見が道路舗装一般に適用可能であるか否か，

あるいは高速道路特有であるのか，対象地域特有であ

るのかについて，舗装工学的な観点からの実験や解析

が必要であることは論を俟たない．また，表–4，表–5

には，赤池情報量基準 AICをあわせて記載している．

AICは，

AIC = −2 lnL+ 2k (18)

と定義できる．AICは対数尤度 lnLと未知パラメータ
数 kで決定され，AICが小さくなるほど，調査データ

に対して当てはまりのよいモデルといえる．ケース 1

の AICが 9,769.0，ケース 2の AICが 9,728.9であり，

統計的にみても，ケース 2による評価が適切であると

判断できる．舗装耐荷力の劣化過程を定量的に把握す

るためには，説明変数の交互作用を考慮したダミー変

数の設定が不可欠である．

先述した説明変数の候補（大型車交通量，地域特性，

路盤種別，As 層厚，舗装厚，供用年月日）を用いて，

説明変数間の交互作用，AIC，モデルの汎用性等を勘
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表–6 推定結果 ケース 1（交互作用考慮なし）（説明変数：地域特性 ×路盤種別 ×As層厚）

地域特性 路盤種別 As 層厚ダミー
定数項 一般=1 粒状=1 220mm 未満=1 260mm 以上=1

積寒=0 セメ安=0 220mm 以上=0 260mm 未満=0
βi1 βi,2 βi,3 βi,4 βi,5

1
–0.39 –0.97 0 0 0
(–3.59) (–7.32) (–) (–) (–)

2
–0.62 –0.56 0 0 –0.58

(–12.41) (–7.93) (–) (–) (–7.15)

3
–0.84 0 –0.31 0 –0.30

(–12.94) (–) (–3.95) (–) (–3.13)

4
–0.63 0 0 –0.30 0

(–10.46) (–) (–) (–2.99) (–)
対数尤度 –4,839.1
AIC 9,698.2

表–7 推定結果 ケース 2（交互作用考慮あり）（説明変数：地域特性 ×路盤種別 ×As層厚）

定数項

一般地域 積雪寒冷地域
粒状路盤 セメント安定処理路盤 粒状路盤 セメント安定処理路盤

220mm 220- 260mm 220mm 220- 260mm 220mm 260mm 220mm 220- 260mm
未満 260mm 以上 未満 260mm 以上 未満 以上 未満 260mm 以上

βi,1 βi,2 βi,3 βi,4 βi,5 βi,6 βi,7 βi,8 βi,9 βi,10 βi,11 βi,12

1
–1.39 0 0 1.22 0 0 0 0 2.26 0.84 1.11 0

(–18.82) (–) (–) (5.09) (–) (–) (–) (–) (5.63) (2.78) (6.39) (–)

2
–0.84 –0.33 –1.13 – –1.02 –1.46 –0.81 0.21 –1.78 0.65 0 –0.37

(–16.07) (–2.92) (–5.65) (–) (–5.03) (–4.75) (–4.37) (–2.23) (–5.27) (5.67) (–) (–2.37)

3
–1.27 0.38 0 0 –0.68 0 0.63 0 0 0.75 0 0

(–25.76) (3.76) (–) (–) (–2.12) (–) (4.62) (–) (–) (6.78) (–) (–)

4
–0.73 0 0 0 0 0 0 –0.57 0 0 0 0.51

(–14.36) (–) (–) (–) (–) (–) (–) (–2.85) (–) (–) (–) (2.43)
対数尤度 –4,727.7
AIC 9,503.4

図–6 最適モデル ケース 2（交互作用考慮あり）（説明変数：地域特性 ×路盤種別 ×As層厚）

案しながら最適モデルを決定した．本研究の最適モデ

ルにおける説明変数は，最終的に地域特性・路盤種別・

As層厚（いずれも定性的変数）が採用された．交互作

用の影響についても，再度確認するために，表–6には

交互作用を考慮しない場合（ケース 1）の最適モデル，

表–7には交互作用を考慮した場合（ケース 2）の最適

モデルを示す．ケース 2においては，地域特性 2通り×
路盤種別 2通り ×As層厚別 3通りの計 12通りを，11

個のダミー変数を用いて区分している．推定結果を用

いて図–6には，12個のカテゴリーごとのパフォーマン

スカーブを描いている．最も期待寿命が短いものが積寒

地域×セメ安×As層厚 220mm未満で 6.70年，最も期

待寿命が長いものが積寒地域×粒状×As層厚 260mm

以上で 19.76年，平均で 13.60年となる．全体的な傾向

として，一般地域に比べて，積寒地域で期待寿命が短

いこと，積寒地域 ×セメ安で期待寿命が短く，一般地
域×セメ安で期待寿命が長いことは確認できるが，As

層厚と期待寿命の関係は明確ではない．この点に関し

て，高機能 I型の劣化過程は，未だ明確になっていない

部分も多いため，現場観測を通じてより詳細な検討が

必要である．

ここで，交互作用の影響について再度考察する．本研

究においては，舗装の耐荷力の劣化過程を把握するた

めに，地域特性・路盤種別・As層厚を説明変数として
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表–8 ケース別期待寿命

サンプル数
ケース 1 ケース 2 ケース 3

交互作用考慮なし 交互作用考慮あり データベース細分化

一般 × 粒状 ×220mm 未満 1,153 12.84 11.73 11.15
一般 × 粒状 ×220-260mm 1,068 12.20 9.15 8.63
一般 × 粒状 ×260mm 以上 495 15.83 16.81 17.11
一般 × セメ安 ×220mm 未満 365 12.00 19.57 20.10
一般 × セメ安 ×220-260mm 700 11.35 13.17 14.38
一般 × セメ安 ×260mm 以上 134 14.69 19.60 31.06
積寒 × 粒状 ×220mm 未満 642 9.04 13.14 11.41
積寒 × 粒状 ×220-260mm 300 8.39 11.97 8.91
積寒 × 粒状 ×260mm 以上 232 10.93 19.76 20.59
積寒 × セメ安 ×220mm 未満 475 8.20 6.70 7.22
積寒 × セメ安 ×220-260mm 313 7.55 12.18 11.04
積寒 × セメ安 ×260mm 以上 753 9.80 9.28 8.96

12個のカテゴリーそれぞれに対する 12本のパフォーマ

ンスカーブを作成した．表–8には，12個のカテゴリー

ごとのサンプル数，交互作用を考慮しなかった従来の

推定（ケース 1）による期待寿命，交互作用を考慮した

推定（ケース 2）による期待寿命を示す．また 12個の

カテゴリーの違いを説明変数として考慮するのではな

く，推定に用いるデータベースを細分化し，それぞれ

に対してマルコフ劣化ハザードモデルを推定（ケース

3）することで算出した期待寿命をあわせて示す．当然

のことながら，ケース 3の場合，交互作用の影響は完

全に無視できる．したがって，サンプル抽出において，

無作為性が担保され，なおかつサンプル数が十分であ

れば，カテゴリーごとの劣化過程の精緻な把握という

観点から考えれば，最も理想的であるといえる．しか

しながら，12個のデータベースそれぞれに対して，マ

ルコフ劣化ハザードモデルを推定することは，非効率

的であり，また汎用性に欠ける．さらに，本研究にお

いては，カテゴリーごとのサンプル数も一般地域 ×セ
メ安×As層厚 260mm以上の 134サンプルなど，明ら

かに不十分なものが存在していた．

同表においては，ケース 3の期待寿命を仮想的に真値

として，ケース 1，ケース 2と比較する．ケース 3との違

いが特に明確であるのは，一般地域×セメ安×220mm

未満や積寒地域 ×粒状 ×As層厚 260mm以上である．

とりわけ，積寒地域×粒状×As層厚 260mm以上にお

いては，ケース 3による期待寿命が 20.59年であるの

に対し，ケース 2による評価では，19.76年と 0.8年程

度の差である一方で，ケース 1による評価では，9.7年

の差異が生じている．この差異は，説明変数として考

慮した定性的変数間の交互作用に起因している．本研

究で算出されている舗装耐荷力の期待寿命は，10～20

年前後であり，期待寿命が 10年過小評価されることは，

極めて影響が大きいといえる．舗装耐荷力の劣化過程

の精緻な把握のためには，交互作用を考慮した推定が

必要である．

(4) サンプルサイズの検討

NEXCO総研では，過去 7年半に亘り定期的にFWD

調査を実施し，データを蓄積してきた．本実証分析に

おいては，供用開始年から 1回目の調査までのデータ

を除外し，なおかつ高機能 I型に限定した場合において

も計 6,630のサンプルを獲得した．表–2において，カ

テゴリーごとのサンプル数に着目した場合，一般地域

×セメ安×As層厚 260mm以上に関してはサンプル数

が 200未満であるが，それ以外のカテゴリーに関して

はサンプル数がいずれも 200を超えている．推定精度

を向上させていくためには，今後も継続的に FWD調

査を実施することが理想的ではあるが，定期的な FWD

調査を実施するためには膨大な費用がかかるため現実

的ではない．このような場合，どの程度のサンプル数

を獲得すれば推定精度を担保できるのかが重要な問題

となる．津田ら6)は，人為的なデータベースに対して，

マルコフ劣化ハザードモデルの推定精度を保つために

は，どの程度のサンプル数が必要であるかの検討を実

施している．本研究においては，定期的な FWD調査

によって時系列に沿ったデータが獲得されているため

に，この点に関して実際のサンプルの獲得履歴に基づ

いて分析する．すなわち，過去 7年半のどの時点から

推定結果が安定してきているのか，また本研究で使用

した 6,630サンプルは推定精度を保つ上で十分なサン

プル数であるかを考察する．表–9には，データの獲得

履歴を示す．NEXCO総研では，2006年から 2013年

にかけて，各年度で 1回から 2回，全国で実施された

FWD調査の結果を蓄積している．Aから Lの記号は，

各年度で獲得されたデータベースに対応している．特

にG，I，Kにおいては，サンプル数が大きく増加して

いる．

ここでは，最終的に獲得された 6,630サンプルによる

推定結果を理想的な結果とし，どの程度のサンプル数

があればデータベース L（以下，最新データベース L）

と同様の推定結果が得られるかを明らかにする．いま，
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表–9 データ獲得履歴（地域特性 ×路盤種別 ×As層厚）

A B C D E F
一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒

220mm 未満 0 0 50 48 95 48 188 61 285 126 286 126
粒状 220-260mm 18 0 37 0 37 0 109 23 179 31 227 76

260mm 以上 0 0 40 43 40 43 101 48 136 95 136 95
220mm 未満 0 0 41 5 41 5 66 39 98 65 103 65

セメ安 220-260mm 0 0 19 54 19 54 46 134 67 139 110 144
260mm 以上 0 0 0 13 0 13 0 42 0 54 0 55

合計（増分） 18 350（+332） 395（+45） 857（+462） 1,275（+418） 1,423（+148）

G H I J K L
一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒

220mm 未満 356 308 356 308 745 536 745 536 1,097 642 1,153 642
粒状 220-260mm 319 156 319 156 662 207 662 207 970 300 1,068 300

260mm 以上 160 121 160 121 415 207 415 207 478 232 495 232
220mm 未満 154 160 154 160 258 395 258 395 365 475 365 475

セメ安 220-260mm 180 192 204 192 430 268 452 268 700 313 700 313
260mm 以上 9 225 9 225 64 484 64 484 128 753 134 753

合計（増分） 2,340（+917） 2,364（+24） 4,671（+2,307） 4,693（+22） 6,453（+1,760） 6,630（+177）

最新データベースに基づいて推定した指数ハザード関

数のパラメータ最尤推定値を β̂と表す．さらに，Aか

ら Lのいずれかのデータベース t（以下，経過データ

ベース t）に基づいて，推定した最尤推定値を β̂
t
と表

す．最新データベース Lと，AからKのいずれかの経

過データベース tに基づいて推定した指数ハザード関

数は，次式で表される．

θ̂ki = β̂i,1 + · · ·+ β̂i,mxk
m (19a)

(i = 1, · · · , 5;m = 2, · · · ,M ; k = 1, · · · , n)

θ̂k,ti = β̂t
i,1 + · · ·+ β̂t

i,mxk
m (19b)

(i = 1, · · · , 5;m = 2, · · · ,M ; k = n+ 1, · · · , n+ n′)

ただし，xk
m (m = 2, · · · ,M ; k = 1, · · · , n)，xk

m (m =

2, · · · ,M ; k = n+1, · · · , n+ n′)は，それぞれ最新デー

タベース L，経過データベース tのサンプルデータを，

n，n′ はそれぞれのデータベースのサンプル数を示す．

ここで，2つのデータベースをプールした新しいデータ

ベースを定義し，サンプル k (k = 1, · · · , n + n′)に対

して指数ハザード関数

θ̃ki = (β̂i,1 + δkr̂i,1) + · · ·+ (β̂i,m + δkr̂i,m)xk
m (20)

を定義する．ただし，
r̂i,1 = β̂t

i,1 − β̂i,1

...

r̂i,m = β̂t
i,m − β̂i,m

(21)

である．δk (k = 1, · · · , n+ n′)はダミー変数であり

δk =

{
0 k = 1, · · · , n
1 k = n+ 1, · · · , n+ n′ (22)

と表せる．ここで，最新データベース Lに基づいて推

定したマルコフ劣化ハザードモデルと，経過データベー

ス tに基づいて推定したマルコフ劣化ハザードモデルが

一致するかどうかを分析するために，推定値間 β̂，β̂
t

の同一性を検定するためのChowテスト13)を利用する．

すなわち，マルコフ劣化ハザードモデルの一致性を検

定するための帰無仮説H0 と対立仮説H1 を{
H0 : r̂i,m =and 0 (i = 1, · · · , 5;m = 1, · · · ,M)

H1 : r̂i,m ̸=or 0 (i = 1, · · · , 5;m = 1, · · · ,M)

と定義する．帰無仮説H0はすべての i = 1, · · · , 5;m =

1, · · · ,M に対して，r̂i,m = 0が同時に成立することを

要求している．これに対して，対立仮説 H1 は任意の

i = 1, · · · , 5;m = 1, · · · ,M に対して 1つでも r̂i,m ̸= 0

が成立することを意味する．経過データベース tに基

づいた推定結果が，最新データベース Lの推定結果と

一致するという帰無仮説H0を対立仮説H1に対して検

定するための尤度比検定統計量は

ξ = 2
{
ln[L(β̂, r̂)]− ln[L(β̃)]

}
(23)

ln[L(β̂, r̂)] =
4∑

i=1

5∑
j=i

n+n′∑
k=1

δ̄kij ln
[
πij(Z̄

k, x̄k : β̂, r̂)
]

ln[L(β̃)] =
4∑

i=1

5∑
j=i

n+n′∑
k=1

δ̄kij ln
[
πij(Z̄

k, x̄k : β̃)
]

と表せる．ここに，r̂ = (r̂1,1, · · · , r̂4,m)である．また，

ln[L(β̂, r̂)]は制約がない（帰無仮説H0の制約がない）

場合の尤度を，ln[L(β̃)]は帰無仮説H0の制約下での尤

度を表す．β̃ は帰無仮説 H0 の下での最尤推定値を表

す．なお，例えば表–7に示すように，説明変数によっ

てはマルコフ劣化ハザードモデルの推定値が β̂i,m = 0

となっているパラメータが存在する．すなわち，マル

コフ劣化ハザードモデル (20)において，β̂i,m ̸= 0であ

るパラメータは表–7の結果に基づけば 23個存在する．

異なるデータベースに対する Chowテストの結果を

相互に比較するために，尤度比検定統計量の自由度を

統一しておく必要がある．そこで，本研究では最新デー
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表–10 Chow–検定

サンプル数 ln[L(β̂, r̂)] ln[L(β̃)] 尤度比検定統計量 ξ 判定

K 6,453 –4617.8 –4620.5 5.4 棄却されない

J 4,693 –3533.1 –3539.4 12.6 棄却されない

I 4,671 –3522.6 –3529.0 12.8 棄却されない

H 2,364 –1777.4 –1825.0 95.2 棄却

G 2,340 –1746.1 –1795.4 98.6 棄却

F 1,423 β3,4 を t 検定で棄却 –941.66 – –
E 1,275 β3,4 を t 検定で棄却 –834.10 – –
D 857 –592.35 –612.01 39.3 棄却

C 395 β3,4 を除き t 検定で棄却 –276.79 – –
B 350 β3,4 を除き t 検定で棄却 –237.43 – –
A 18 – – - –

表–11 データ獲得履歴（地域特性 ×路盤種別）

A B C D E F
一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒

粒状 18 0 127 91 172 91 398 132 600 252 649 297
セメ安 0 0 60 72 60 72 112 215 165 258 213 264

合計（増分） 18 350（+332） 395（+45） 857（+462） 1,275（+418） 1,423（+148）

G H I J K L
一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒 一般 積寒

粒状 835 585 835 585 1,822 950 1,822 950 2,545 1,174 2,716 1,174
セメ安 343 577 367 577 752 1,147 774 1,147 1,193 1,541 1,199 1,541

合計（増分） 2,340（+917） 2,364（+24） 4,671（+2,307） 4,693（+22） 6,453（+1,760） 6,630（+177）

タベース Lを用いて推定したマルコフ劣化ハザードモ

デルにおいて β̂i,m = 0 となるパラメータに対しては

β̂t
i,m = 0を仮定する．すなわち，ハザードモデル (20)

の推定に当たっては，r̂i,m = 0という制約を設けること

とする．したがって，尤度比検定統計量の自由度は最新

データベースLに基づいて推定したマルコフ劣化ハザー

ドモデルにおいて β̂i,m ̸= 0となるパラメータ数である．

その結果，検定統計量 ξが棄却域 ξ ≥ χ2
(100−α)(f)に入

れば，有意水準 α%で帰無仮説H0を棄却できる．ただ

し，χ2
(100−α)(f)は自由度 f の χ2 分布を表す．帰無仮

説H0が棄却された場合，経過データベース tに基づい

て推定したマルコフ劣化ハザードモデルは，最新デー

タベース Lに基づいて推定したマルコフ劣化ハザード

モデルと一致しないと判断できる．

本研究においては，はじめに表–7に示した βを用い

て自由度 21，有意水準 5%で仮説H0が棄却されるか否

かを分析した．その結果，最新データベース Lからサ

ンプル数が 177減少した場合である経過データベース

Kにおいては，帰無仮説が棄却されず経過データベー

ス Kに基づいて推定したマルコフ劣化ハザードモデル

は，最新データベース Lに基づいて推定したハザード

モデルと一致していた．しかしながら，経過データベー

ス I，Jに関しては，β1,9，β2,12のパラメータの t値が

1.96を下回り，統計的に有意でないと判断された．さ

らに，経過データベース I以前に関しては，パラメータ

が収束せず，β̂
t
を算出することができなかった．すな

わち，地域特性・路盤種別・As層厚を説明変数として

考慮し，12個のカテゴリー別の劣化過程を評価する上

では，現在のサンプル数では安定した結果を得ること

は難しいといえる．より具体的に言えば，経過データ

ベース Jから経過データベース Kの間で，サンプル数

が 1,760増加したことにより推定結果は変化しており，

今後もサンプル数を追加することにより推定結果が変

わる可能性がある．

評価したいカテゴリーごとに，どの程度のサンプル

数の蓄積が必要であるか，表–5に示した βを用いて分

析する．表–5に示す結果から，χ2分布の自由度は 9と

なる．表–10には，それぞれの経過データベース tに

対して，帰無仮説H0の棄却状況を示す．また，判定の

欄に–を示しているのは，表–5において，β̂i,m ̸= 0で

あったものが，経過データベース tでは，t検定で棄却

され推定結果が一致していないと判明したもの，ある

いはパラメータが収束せず，対数尤度を算出できなかっ

たものである．検定の結果，経過データベース Iまで

は，最新データベース Lと同一の推定結果が得られた

ものの，経過データベース I以前のものは，最新デー

タベース Lと異なる推定結果が得られることがわかっ

た．具体的に，表–5で考慮している説明変数である地

域特性と路盤種別に着目し，データの獲得履歴を整理

したものを表–11に示す．検定の結果から，経過データ
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ベース Hから経過データベース Iの間の 2,307サンプ

ルの増加によって，推定結果が変化したと推察できる．

一方で，経過データベース Jから経過データベース K

の間でも，1,760サンプルが増加しているものの，推定

結果の同一性は保たれている．表–7の結果も踏まえた

場合，本研究においていえば，評価カテゴリーごとに

1,000サンプル程度蓄積することで，推定結果が安定し

てくるといえる．しかしながら，一般的な FWD調査

は，路面性状調査の結果，耐荷力の低下が考えられる

場所で追加的に実施されるために，カテゴリーごとに

サンプル数を十分に蓄積することは困難であるといえ

る．本研究のように，推定に用いることを前提として

全国からデータを集積した場合でも，12のカテゴリー

での評価を行う上では，十分なサンプル数が獲得され

ていない．また，一般地域 ×セメ安 ×As層厚 260mm

以上のように，サンプルの獲得が難しいカテゴリーも

存在する．アセットマネジメントの視点から考えれば，

現在獲得されている最新のデータベースを用いた劣化

予測を実施し，その結果をもとにして補修箇所の選定

等を行っていくとともに，継続的なデータ収集により，

推定精度を向上させ，また新たな意思決定へとつなが

るようにマネジメントサイクルを運用することが必要

となる．

5. おわりに

本研究では，定期的なFWD調査データを用いて，舗

装耐荷力の劣化因子を特定するとともに，主要なカテ

ゴリーごとにパフォーマンスカーブを作成した．実証分

析を通して，1）供用開始時点の仮想的な情報を利用す

ることで，推定精度が大きく低下すること，2）舗装の

耐荷力の劣化因子は，地域特性・路盤種別・As層厚で

あること，3）正確な劣化過程の把握のためには，定性

的変数間の交互作用の影響を考慮する必要があること，

を示した．また，定期的な FWDデータの獲得に伴う

推定値間の同一性の検定を実施し，安定した推定結果

が得られるためには評価したいカテゴリーごとに 1,000

サンプル程度の蓄積が必要であることを示した．本研

究で使用したデータは，NEXCO総研が全国の高速道

路の道路区間を舗装構成を加味した上で無作為に抽出

して獲得してきた，選択バイアスのないデータであり，

舗装の耐荷力の劣化過程を適切に推定できたと考えら

れる．また，本研究で示した舗装耐荷力の期待寿命は

10～20年程度であった．一方で実務においては供用開

始から 30～50年が経過しているにもかかわらず，局所

的な打ち換え等はあっても下層路盤，あるいは路床ま

でを含めた大規模な更新・改修がなされた事例は少な

い．算出された期待寿命は本来の寿命と比して短いよ

うに考えられる．この理由として，本研究では，補修履

歴が曖昧であるという現状を考慮して，供用開始年か

ら 1回目の調査までのサンプルを全て除外し，2006年

4月から 2013年 12月という，約 7年半の調査データの

みを使用して推定に用いるデータベースを構築してい

ることがあげられる．すなわち，データベースを構築

している損傷度ペアの推移情報は正確ではあるものの，

供用開始時点の損傷指標Da値 (≃ 0)，あるいは，補修

実施直後の損傷指標 Da 値 (≃ 0)から 1回目の調査時

点において獲得される損傷指標 Da 値までの情報が得

られないために，期待寿命を過小評価している可能性

がある．しかし，図–2で示したように，供用開始時点

を含むサンプルを除外せず，過大評価をしたとしても，

期待寿命は約 20年～65年となる．供用開始から 30年

以上経過した高速道路が 3割を超えている現在，舗装

はまさに老朽化を迎えており，現場管理者は更新・改修

の意思決定へ備えておく必要があるといえる．

一方で，今後の課題として，以下をあげる．第 1に，

選択バイアスを考慮したモデルの開発が必要である．

2.(2)で述べた通り，通常の FWD調査箇所の選定方法

により情報を獲得してきた場合，耐荷力が低下してい

るという情報のみが獲得され，健全な舗装に関する情

報を獲得できないという選択バイアスが生じる．本研

究においては，管理する全国の高速道路から無作為に

抽出した道路区間に対し，定期的に実施した FWD調

査によるデータを利用することで，選択バイアスの問

題は生じていない．しかしながら，定期的な FWD調

査には膨大な費用がかかるために，今後も継続的に実

施していくことは困難である．限られた情報をもとに，

舗装耐荷力の劣化過程を定量的に把握するためには，選

択バイアスを明示的に考慮したモデルの開発が不可欠

である．第 2に，維持補修戦略を立案するために必要な

劣化予測やライフサイクル費用評価に求められるデー

タを確実に収集するためのデータ収集指針の作成が必

要である．本実証分析においては，舗装耐荷力の劣化

因子として，いくつかの候補の中から地域特性・路盤

種別・As層厚の 3つの定性的変数が採用され，劣化予

測モデルの定量的な把握を行った．しかし，説明変数

の候補は，FWD 調査時に付随的に獲得される情報に

留まっており，維持補修戦略を目的として獲得したも

のではない．当然のことながら舗装耐荷力の劣化因子

は，上記の 3要素以外にも存在する可能性がある．モ

デルの推定にあたり説明変数の候補として使用するた

めには，獲得されたサンプル全てに対して情報の入力

が必須である．そのため，道路管理者には，場当たり

的なデータ収集ではなく，維持補修戦略を目的とした

計画的なデータ収集が求められており，NEXCOとし

ては，今まで以上にマネジメントシステムの運用を強
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化していかなければならない．第 3に，本研究成果と

調査・補修費用とを総合的に考慮しながら，最適調査・

補修戦略の構築を進めていかなければならない．本研

究では，これまで定期的かつ無作為に獲得することが

できなかった舗装耐荷力に関するデータを 5,984サン

プル蓄積し，舗装耐荷力の劣化過程の定量的な把握を

行っている．通常，最適補修戦略の立案を行う際には，

獲得されたサンプルをもとに劣化予測を実施し，リス

クと補修費用とのトレードオフの問題を解くことにな

る．しかしながら，上述してきた通り，一般的な FWD

調査では，ここまで充実したサンプルの獲得は望めな

い．定期的な実施は困難であっても，維持補修戦略を

目的として FWD調査頻度の増加が求められる．調査

頻度の増加，すなわち獲得されるサンプル数の増加は，

推定精度の向上に直結するが，その一方で調査費用の

拡大を招く．道路管理者は双方を勘案しながら最適な

調査戦略の立案を行っていかなければならない．本研

究においては，4.(4)で推定精度を保つために，道路管

理者が獲得を目指すべき，サンプル数に言及している．

これらの結果をもとに，今後の最適な FWD調査の在

り方，および最適な補修戦略の構築が求められている．
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